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現状と 

課題 

• 未だに1300万人が汚水処理施設を利用できない 

• 厳しい財政状況下での、地域の実情に応じた早期概成が必要 

 
長期 

ﾋﾞｼﾞｮﾝ 

• すべての国民に早期に汚水処理サービスを提供、人口減少に対応 

• 計画区域の検討・見直し、事業統合や集約・役割分担の最適化 

中期目標 

• 人口減少にも柔軟に対応可能な汚水処理システムへ進化 

• 低コスト型下水道整備手法の検討、アクションプラン事業の重点支援 

• 管理の効率化を定量的に算定、評価手法提示 

1. 再構築 Restructuring 
現状と目標 

オリジナル設計株式会社 

アセットマネジメント本部 八巻 秀輔   

1 
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① 人口減少時代に適した施設整備や管理手法の明示 

• 汚水量の大きな変化に対応できる広域管理、大規模化、廃棄手法の検討 

• 処理場上部や未利用用地の利用などの高付加価値化 

• 各整備手法の導入による効果分析と改善方法の検討 

② 低コストかつ短期間で整備可能な手法の実用化 

• アクションプランに位置づけた事業の重点支援 

• クイックプロジェクト技術の確立、コストキャップ下水道の評価・改良 

③ 管理レベルの基準やベンチマークなどの評価指標の策定 

• 人口分布状況、施設重要度に応じた評価 

• ベンチマークを用いた自治体比較 （例：汚水処理人口普及率、高度処理人口普及率、                   
水洗化率） 

4 

1. 再構築 Restructuring 
技術目標 

技術目標 

技術目標 

                                                                                                                                                                                                                                    

1. 再構築 Restructuring 

① 計画策定、設計業務 
 

② 整備手法・技術の提案 
 

③ 地方公共団体のHPや事業収支予測支援 
 

④ 各種データ分析とデータベース構築支援 
 

⑤ ガイドライン等策定支援 
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コンサルタントの役割 
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2. 健全化・老朽化対応・ｽﾏｰﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

① ストックマネジメント（長寿命化計画作成を含む）手法・技術の提案 

 

② データベースシステムの構築・活用支援 

 

③ 技術開発動向の調査・分析・提案 
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老朽化対応・ｽﾏｰﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
コンサルタントの役割 

5 

 

現状と 

課題 

• 大都市のみならず、中小都市でも改築更新需要が発生 
• 下水道施設の維持管理が不十分 
• 維持管理情報を含んだデータベース化が行われていない 
• 民間企業から見るとビジネスチャンスが見いだしにくい 
• 民間企業の新たな事業展開、新技術導入が困難 

 
長期 

ﾋﾞｼﾞｮﾝ 

• 人口減少にも柔軟に対応可能な汚水処理システムへの進化 
• アセットマネジメント確立に向けた国レベルの情報集約 
• 雨水管理のスマート化、浸水リスク、雨天時の公衆衛生上のリスクの低減 
• 水処理工程を中心とした省エネルギー化 

中期目標 

• 事業主体横断的なデータ収集による政策立案や技術開発 
• 管路について維持管理・事故情報を分析し、維持管理基準を策定 
• ICT・ロボット等の分野との連携、技術実証、モデル事業等の推進 
• 各種機器の性能評価、財政支援による新技術導入の推進 

2. 健全化・老朽化対応・ｽﾏｰﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 
現状と目標 
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3. GISによる下水道整備区域、整備手法
の検討例 

 GIS上で表示した公共下水道と農業集落排水が近接した地域 
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 下水道、浄化槽など全ての生活排水情報を管理 

 住民関連情報を用いた汚水処理施設整備手法の検討 

 住民関連情報を用いた正確なベンチマーク（水洗化率等） 

 市町村浄化槽整備事業の支援 

① データベースシステムを構築・活用した各種分析 

•下水道全国データベースの構築と連携するシステムの普及 

•ストックマネジメントシステムの普及（現状分析、将来予測、「見える化」の実現） 

•広域連携やシステムの共同利用の検討 ・データ分析技術の確立 

② 管路・処理場等管理の迅速化・低コスト化のための技術開発、基準類の策定 

•劣化実態メカニズム解明 ・不具合毎や地盤・下水性状毎の判定予測技術の開発 

•非破壊検査技術、劣化予測技術、健全度判定技術の開発、管路調査の速度向上（５～１０倍） 

• IoT技術や各種センサを用いた異常時通報、状態監視システムの開発 

•地域住民からの通報システムの開発 ・維持管理機能を代替するICTやロボット技術の開発 地域住民からの通報システムの開発 ・維持管理機能を代替するICTやロボット技術の開発

③ 産官学が一体となったプロジェクトとしての研究開発 

•巡視点検技術の実証試験やガイドライン作成、空洞調査技術の小型化、ロボット技術開発  ••巡視点検技術の実証試験やガイドライン作成、空洞調査技術の小型化、ロボット技術開発巡視点検技術の実証試験やガイドライン作成、空洞調査技術の小型化、ロボット技術開発
④ 国が主導した新たな技術開発プロジェクトの設置、及び新技術導入・普及 
のための基準策定や財政支援 

•他事業や他組織の研究開発体制の調査分析 

•新技術開発に必要な財政支援 ・新技術に適した判定手法開発、指針類への反映 
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2. 健全化・老朽化対応・ｽﾏｰﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 
技術目標 

管路調査の速度向上（５～１０倍）
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技術目標 

技術目標 

技術目標 
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5. ストックマネジメントシステムの例 
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 様々な改築シナリオを作成でき、多種多様なシミュレー
ションを実行 

 施設の調査履歴・種類別健全度などの情報を適正に把握
し、施設保全に貢献 

 各施設の重要度と劣化予測式を基に予測した現在の健全
度から、改築の優先度を決定するためのリスク値を計算 

 設備台帳と維持管理データを使ったシミュレーション 

4. クラウド化(Web化)されたシステムの例 
 クラウド上のデータセンターを利用した下水道処理施設台帳システム 

 インターネット環境下のPC、モバイル端末で動作 
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 点検調査情報のタブレット端末による現場入力 
 PPP／PFI導入時には民間企業からのアクセスも容易 
 データセンターを利用することでクライシスマネジメ

ントを実現 
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ご清聴ありがとうございました 

11 
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次

第
① 技術課題

② コンサルタントの役割

③ 課題に対する技術開発状況

No.2

地震・津波対策の技術開発

平成２７年 １２月１４日

株式会社 NJS 東部支社 東京総合事務所 設計二部
遠藤 雅也

No.1

技術開発項目：防災・危機管理



－ 66 －

②
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
役
割

No.4

【民間企業の役割】
■ （津波）シミュレーションモデルの改良

■ 総合地震対策、耐震化・津波対策、
BCP各種マニュアル作成・改良支援

■ 協力協定の検討

■ 対策技術の開発

①

技
術
課
題

No.3

【長期ビジョン】
ハード・ソフト対策を組み合わせたクライシスマネジメントの確立

【中期目標】
短期（5年後）および中期（10年後）までの防災・減災対策の実施

処理場・ポンプ場の揚水・消毒・沈殿・脱水機能確保、
重要な幹線の流下機能確保、逆流防止対策
資機材備蓄やソフト対策

【技術課題】
課題1：下水道BCP未策定の団体
課題2：構造・維持管理特性を考慮した耐震対策手法の確立

短期・低コストの耐震補強技術の確立
課題3：構造・維持管理特性を考慮した耐津波対策手法の確立
課題4：非常時の段階的応急処理方法の確立
課題5：非常時の放流先の水道水源への影響緩和策の確立
課題6：非常時の情報伝達手法・施設運転管理システムの確立
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課題1：下水道BCPの策定支援
③
課
題
に
対
す
る
技
術
開
発
状
況
No.6

■ 限られたリソースをいかに活用するか
・・・・（例）具体的な減災（事前・事後）対策
・・・・（例）非常時の点検優先順位

▲処理場における減災対策例

▲MPの点検優先順位例

課題1：下水道BCPの策定支援
③
課
題
に
対
す
る
技
術
開
発
状
況
No.5 2015年「耐震計算例」説明会資料より抜粋



－ 68 －

課題2：耐震対策手法
③
課
題
に
対
す
る
技
術
開
発
状
況
No.8

流域下水道幹線

流域下水道
処理場

P

凡例

　　　　：避難所

　　　　：中継ポンプ場

　　　　：幹線

　　　　：接続点

　　　　：市幹線

　　　　：市枝線

A処理分区

B処理分区

常時

利用人口

10,000人

発災時

利用人口

8,000人

常時

利用人口

8,000人

発災時

利用人口

10,000人

地震対策上の
処理分区の優先度：A＜B

P

P

流域下水道幹線

流域下水道
処理場

P

処理分区

P

500人

500人

300人500人

400人

200人

300人

400人

500人

1200人

2400人

※赤字の人数は避難人数

緊
急
輸
送
路

凡例

　　　　：避難所

　　　　：中継ポンプ場

　　　　：流域幹線

　　　　：接続点

　　　　：市幹線

　　　　：市枝線

　　　　：優先度1位の

　　　　　ルート

　　　　：優先度2位の

　　　　　ルート

　　　　：優先度3位の

　　　　　ルート

P

▲発災時の施設利用人口により対策優先度を決定した例
（左図：処理区・処理分区間の比較イメージ、右図：一連の排水施設の優先度イメージ）

▲常時と発災時の
人口変化の分布例

■対策優先順位の評価
⇒施設利用者の視点に立った

対策優先順位の評価

課題2：耐震対策手法
③
課
題
に
対
す
る
技
術
開
発
状
況
No.7

既存施設に求められる耐震性能
（管路施設） 

耐震性能１ 耐震性能２ 

レベル１地震動 レベル２地震動 

重要な幹線等 

及び 

その他の管路 

設計流下能力を 

確保できる性能 

重要な幹線等 流下機能を確保できる性能

 
軌道や緊急輸送路

等下の埋設管路 

流下機能を確保できる性能

交通機能を阻害しない性能

（処理場・ポンプ場施設） 

耐震性能１ 耐震性能２ 耐震性能２’ 

レベル１地震動 レベル２地震動 

修復せずに本来の機能を確保できる
性能 
 

[供用性注 1] 

速やかな機能回復を可能とする
性能 
 

[安全性，修復性Ⅰ注 1] 

安全性を確保し，速やかに最低限
の機能を回復できる性能 
 

[安全性，修復性Ⅱ注 2] 
注 1 「供用性」が満たされれば，「安全性」は確保される。 

注 2 修復性の区分は次の通りとする。 

 耐震設計上の修復性 

短期的修復性 長期的修復性 

修復性Ⅰ 
機能回復のための修復が応急復旧で対

応できる 

比較的容易に恒久的復旧を行うことが

可能である 

修復性Ⅱ 
機能回復のための修復が応急復旧で対

応できる 

恒久的復旧を行うことが容易でない場

合があるが，可能である 

注 3 現場打ちの特殊マンホールやボックスカルバート等，一部の部材が損傷しても最低限の機能（流下機能）が回復できる状
態を照査可能な管路施設の場合は，処理場・ポンプ場施設と同様に非線形解析により損傷位置を把握し，耐震性能２’によ

る設計を行うことができる。 
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▲津波シミュレーション例（左より2430mメッシュ・10mメッシュ・2mメッシュ）
日本下水道新技術機構 作成

課題3：津波対策手法
③
課
題
に
対
す
る
技
術
開
発
状
況
No.10

動画

■津波シミュレーションの高速化・精度向上

■津波の逆流による影響把握

下水道管内の津波の遡上

▲流出解析モデルを活用した下水道管内の津波の遡上解析例

課題2：耐震対策手法
③
課
題
に
対
す
る
技
術
開
発
状
況
No.9

▲従来の解析（線形解析）の場合 ▲新たな解析（非線形解析）の場合

■静的非線形解析（レベル2‘）の標準化・定型化
⇒低コストでの実現可能性の高い耐震化の実現

■CIM（ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ）の活用
⇒施設の可視化による防災・減災対策の効率化

▲CIM活用事例① ▲CIM活用事例②
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ご清聴ありがとうございました

Thank you very much for your hearing

No.11
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1/23

「浸水対策」

「雨水利用、不明水対策等」

本発表の構成

雨水管理

東京支社下水道グループ 出田 功
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3/23

コンサルタントの役割

雨水管理に関する既存マニュアルの改訂
各機関との調整
管内流量・水質調査マニュアルの作成
シミュレーションモデルの改良支援
対策技術の開発支援

「浸水対策」

技術ビジョンより

2/23

「浸水対策」
技術課題

課題1：局所的豪雨や気候変動に対応した雨水管理の計画を支
える技術の開発

課題２：下水道と河川の一体的な計画策定と解析手法の確立を
支える技術の開発

課題３：観測情報の利活用方法の確立等

課題４：自助を促進する効果的リアルタイムおよび将来予測情
報提供に関する技術の開発

課題５ （参考） ：オンサイト貯留浸透施設に関する技術開発
等

技術ビジョンより



－ 73 －

5/23

課題２：下水道と河川の一体的な計画策定と
解析手法の確立を支える技術の開発

浸水対策

●技術目標２
下水道と河川との連携運用を支える技術の
開発

（例）河道と下水道管網を一体的に解析するシミュレー
ション技術により流域全体を解析

（例）リアルタイムコントロール機能を用いてポンプ運転
ルールを設定

4/23

課題1：局所的豪雨や気候変動に対応した雨
水管理の計画を支える技術の開発

●技術目標1-1
局所的豪雨や気候変動に伴う極端現象に対応
した雨水管理の計画論の確立

●技術目標1-2
土地利用状況の変化による影響把握及び対策
手法の確立

浸水対策

（例）GISデータを用いて詳細な土地利用状況を把握したう
えで流出係数を設定



－ 74 －

7/23

課題４：自助を促進する効果的リアルタイム
および将来予測情報提供に関する技術の開発

浸水対策

●技術目標４
自助を促進する効果的なリアルタイムお
よび将来予測情報提供手法の確立

（例）レーダ雨量データを用いて降雨の偏在性を考慮した
シミュレーションによる検討

6/23

課題３：観測情報の利活用方法の確立等

浸水対策

●技術目標３
施設情報と観測情報を起点とした既存
ストックの評価・活用方法の確立

（例）蓄積された観測データの利活用により、シミュレー
ションを用いた、きめ細やかな検討
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9/23

「雨水利用、不明水対策等」
技術課題

課題１：オンサイト貯留・浸透施設の使用状況を計測する技
術等の開発

課題２：用途別水質に応じた簡易な処理技術の開発等

課題３：吐口毎に設置可能な消毒施設の開発等

課題４：不明水対策の必要技術の開発と体系的な実施

課題５：合流式下水道越流水、不明水、雨水利用の気候変動
による影響把握の技法確立等

課題６ （参考） ：合流式下水道越流水対策施設の維持管理費
用を低減するための計画技法

技術ビジョンより

8/23

（参考）課題５：オンサイト貯留浸透施設に
関する技術開発等

浸水対策

●技術目標５
都市計画や住宅分野との連携を促進する
ための計画技法の確立

（例）雨水版の都道府県構想の策定マニュアルを作成
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11/23

課題１：オンサイト貯留・浸透施設の使用状
況を計測する技術等の開発

雨水利用、不明水対策等

●技術目標１
オンサイト貯留・浸透施設を反映した計
画論を支える技術開発

（例）オンサイト貯留・浸透施設の継続観測データを活用し
て、雨水管理計画への反映方法を提案

10/23

雨天時越流水のモニタリング結果の解析支援
データベース構築支援
シミュレーションモデルの改良支援
対策技術の開発支援

コンサルタントの役割

「雨水利用、不明水対策等」

技術ビジョンより
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ご清聴ありがとうございました

誠実に奉仕し 良い作品を残し 技術者を育てる

東京支社下水道グループ 出田 功

12/23

課題４：不明水対策の必要技術の開発と体系
的な実施

雨水利用、不明水対策等

●技術目標４
不明水の実態把握、影響評価と有効な対
策の確立

（例）降雨観測データと流量観測データに基づく、降雨規模
による雨天時不明水量の影響評価手法を提案
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下水道技術ビジョン－技術開発分野とロードマップ

【 項 目 】 水環境と水循環

【技術開発分野】 ⑥流域圏管理，⑦リスク管理

【発 表 の 構 成】

• 新下水道ビジョンの中期目標を達成するための技術的課題

• 新下水道ビジョンの中期目標を達成するための技術目標

• 技術目標を解決するための技術開発項目

• 技術開発の実施主体と想定される役割：コンサルタントの役割

1

本発表の構成
⑤流域圏管理 ⑥リスク管理

2015/12/14

技術開発分野ごとのロードマップ

⑥流域管理 ⑦リスク管理

永田 壽也
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技術目標２：非点源汚濁負荷の実態把握と流域の栄養塩管理の推進

3

流域圏管理

技術開発項目2-1：雨天時を含めた土地利用別の面源負荷の解明

技術開発項目2-2：効果的な市街地の面源負荷削減対策技術の開発

技術開発項目2-3：非点源汚濁負荷等による水域への影響機構の解明

技術開発項目2-4：下水道における栄養塩管理のための技術開発

課題２：地域の状況に応じた栄養塩類管理に必要な基本情報として、下水道以
外の排出源も含めた栄養塩類の流出負荷が的確に把握されていない。
閉鎖性水域への流入負荷量に占める非点源汚濁負荷の割合は年々
増加しており、アオコ・赤潮の抑制や底質環境の改善のためには、非点
源汚濁負荷の対策が必要である。

⑤流域圏管理

（コンサルタントの役割例）
• 雨天時を含む流出モデル、面源負荷算定モデル、水質予測手法の構築支援、
技術マニュアルの作成支援

• 下水道施設を活用した面源汚濁負荷削減効果の評価，対策技術の開発支援

技術目標１：都市の水需要に応じた新たな水循環システムの構築

2

流域圏管理

技術開発項目1-1：地域的な水需給の把握と適正な水循環系構築技術の開発

技術開発項目1-2：持続可能な都市の水循環系を構築するための再利用シス
テムと個別技術の開発

課題１：将来の気候変動による渇水などに備え、都市の一過性の水利用システ
ムをより強靭な循環型システムにする必要がある。

⑤流域圏管理

（コンサルタントの役割例）
• 利用用途に応じた水質基準化の技術マニュアル、ガイドライン等の作成支援
• 用途に応じた新たな処理技術と維持管理技術の開発支援
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技術目標１：リスク評価に基づく下水道における化学物質管理システムの構築

5

リスク管理

技術開発項目1-1：生物応答試験(WET)の下水道への適用と毒性削減評価
（TRE）手法の確立

技術開発項目1-2：生態影響を有する下水処理水の高度処理技術の開発

技術開発項目1-3：下水処理プロセスでの代謝物、副生成物の影響評価と対策
技術

課題１：排水中化学物質による生態影響が懸念されているが、実態は不明であ
る。また、影響が見られた場合の対応について、これまでほとんど検討が
なされていない。下水処理場に流入する下水と下水処理水に対して生
態影響を回避するための技術や政策等を確立する必要がある。

（コンサルタントの役割例）
• 処理場におけるＷＥＴによる排水試験法、適用方法の技術マニュアル、ガイ
ドラインの作成支援

⑥リスク管理

技術目標３：気候変動による水環境への影響を把握し下水道関連の適応策を推進

4

流域圏管理

技術開発項目3-1：気候変動による流域の物質動態、水質環境への影響の評価

技術開発項目3-2：気候変動による水環境の変化への適応策－水質改善技術
の開発

課題３：将来確実に顕在化する気候変動による水環境への影響に関する知見が
不十分である。

⑤流域圏管理

（コンサルタントの役割例）
• 気候変動による環境の変化が湖沼等の水質に与える影響予測技術の開発支援
• 既存の水質改善対策の再構築方策の検討支援



－ 82 －

技術目標3：環境中におけるナノ物質等新たな影響懸念物質の毒性評価

7

リスク管理

技術開発項目3-1：環境中におけるナノ物質等新たな影響懸念物質の毒性評価

技術開発項目3-2：水環境制御技術の開発

課題３：ナノ物質に代表される環境中での毒性が未知の微量汚染物質の形態、
濃度、毒性に着目した研究はほとんどない。環境中のナノ物質の測定方
法の確立、毒性の評価が極めて重要で、もしそれらが環境に悪影響を及
ぼすならば、流出プロセスの推定、削減対策の提案、制御技術の開発を
行う必要がある。

（コンサルタントの役割例）
• 新たな影響物質に対する測定・評価手法の技術マニュアル、ガイドラインの
作成支援

⑥リスク管理

技術目標2：水生生態系の保全・再生等のための影響評価手法の開発

6

リスク管理

技術開発項目2-1：生物応答と水生生態系へのｲﾝﾊﾟｸﾄの相関評価・解析手法
の確立

課題２：我が国では生物応答と水生生態系へのインパクトの関連性が不明である。
排水中化学物質によるインパクトを予測するためには、生物応答試験の
みならず処理水の放流先の生態系構造解析を含めた総合的な生態影響
評価とモデルによる影響解析が不可欠である。

（コンサルタントの役割例）
• 生態系予測モデル構築支援、技術マニュアル、ガイドラインの作成支援

⑥リスク管理
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技術目標5：感染症発生情報を迅速に提供可能なシステムの構築

9

リスク管理

技術開発項目5-1：下水中病原微生物の網羅的検出と都市の水監視システムの
構築

課題５：水系水質リスクのさらなる低減に向けた検出・分析技術の向上、薬剤耐性
菌・新型インフルエンザ等の下水中の監視技術の開発、感染を早期に感
知して防除体制に移行するための衛生・医療部局との連携システムの構
築等が挙げられる。

（コンサルタントの役割例）
• 総合的な水質リスク低減のためのモニタリング技術の構築支援、技術マニュア
ル、ガイドラインの作成支援

⑥リスク管理

技術目標4：放流先の衛生学的な安全確保のための手法の構築

8

リスク管理

技術開発項目4-1：下水処理水及び放流先での病原微生物の制御手法の確立

課題４：下水処理水の放流先における衛生学的な安全性を確保するための知見
が十分ではない。放流先水域の衛生学的安全性を確保するための病原
微生物対策や消毒技術に関する知見を集積し、必要な施設計画、維持
管理、放流水質管理のための技術を確立する必要がある。

（コンサルタントの役割例）
• 感染リスク低減のためのモニタリング技術の構築支援、技術マニュアル、ガイ
ドラインの作成支援

⑥リスク管理
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11

⑤流域圏管理 ⑥リスク管理

おわり

ご清聴ありがとうございました

技術目標6：災害等緊急時に対応するための衛生学的リスク管理手法の構築

10

リスク管理

技術開発項目6-1：各種病原微生物に関わるリスク削減手法の確立

技術開発項目6-2：パンデミックや事故、災害時の影響予測と応急対策技法の確立

課題６：段階的な応急処理方法に関わる水系水質リスクの低減手法や水道事業
体や河川部局等との連携のための計画技法が確立されていない。

（コンサルタントの役割例）
• 消毒処理前に有機物濃度を効率的に減少させる処理手法の開発支援
• 発災時の水系水質リスク軽減のための応急対応判定手法の構築支援、技術
マニュアル、ガイドラインの作成支援

⑥リスク管理
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本発表の構成

１．本技術開発分野にかかる動向

２．本技術開発分野のロードマップ

◆地域バイオマス

◆創エネ・再生可能エネルギー

３．コンサルタントの役割

地域バイオマス

創エネ・再生可能エネルギー

地域バイオマス

創エネ・再生可能エネルギー

日本水工設計(株) 小針 伯永
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１．本技術分野にかかる動向

◆下水汚泥のエネルギー化率

✔約８割が有機分である下水汚
泥の特性を活かしたエネルギー
利用を推進

✔第４次社会資本整備重点計画
（平成27年９月閣議決定）におい

て下水汚泥のエネルギー化率の
目標を設定

平成25年度 → 平成32年度

約15％ → 約30％

１．本技術分野にかかる動向

◆下水汚泥のリサイクル率の推移
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北広島市

伊勢崎市

黒部市

神戸市

恵庭市

珠洲市

豊橋市

佐賀市

新潟市

稼働中

稼働予定

中能登町

１．本技術分野にかかる動向

◆地域バイオマス受入れ事例

１．本技術分野にかかる動向

◆下水道施設・資源を活用した発電量の推移

◆固定価格買取制度（ＦＩＴ Feed‐in Tariff）
・再生可能エネルギーを用いて発電された電気が買い取り対象
・消化ガス、太陽光発電による制度活用事例多数（公設公営、民設民営）
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１．本技術分野にかかる動向
◆Ｂ－ＤＡＳＨプロジェクト

公募テーマ
15のうち８が

本技術開発
分野に該当

◆マニュアル・ガイドライン
・下水汚泥有効利用促進マニュアル
・下水汚泥エネルギー化技術ガイドライン
・下水汚泥のエネルギー化導入簡易検討ツール
・下水道におけるリン資源化の手引き ｅｔｃ

１．本技術分野にかかる動向

◆下水汚泥固形燃料のＪＩＳ化

◆ＢＩＳＴＲＯ下水道

・国土交通省と日本下水道協会は、「ＢＩＳＴＲＯ下水道」と称して
食と下水道の連携強化に向けた取り組みを開始

・日本工業標準調査会の審議を経
て、平成２６年９月に制定

・下水汚泥固形燃料の品質の安定
化及び信頼性の確立を図り、市場
の活性化を促進

種類 総発熱量
MJ/kg

全水分の
質量分率（%）

BSF‐15 15以上
20以下

BSF  8以上

下水汚泥固形燃料JIS規格の概要

◆下水道法の改正
（発生汚泥等の処理）第二十一条の二
２ 公共下水道管理者は、発生汚泥等の処理に当たっては、脱

水、焼却等によりその減量に努めるとともに、発生汚泥等が燃料
又は肥料として再生利用されるよう努めなければならない。
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２．本技術開発分野のロードマップ
◆地域バイオマス 技術ビジョンより

【中期目標】
○資源の集約・供給拠点化

・すべての都道府県において、広域化も視野に入れた、他のバイオマスと連
携した下水汚泥利活用計画を策定し、下水汚泥・他のバイオマスの効率的
な利用を図る。

・希少資源であるリンの回収等を通して、食との連携により地産地消の地域
作りに積極的に貢献する。

【技術目標】
１地域の間伐材等の未利用資源を活用して脱水効率、消化効率を向上
させる技術の開発

２下水処理場における多様なバイオマス利用技術を比較するための
ＬＣＣ評価及びＬＣＡ評価等に関する技術の開発

３下水中の多様な物質の効率的回収に関する技術の開発
４下水道資源・エネルギーを利用した農林水産物の生産に関する技術の開発
５高品質下水灰の生産・肥料化技術の開発

２．本技術開発分野のロードマップ

◆地域バイオマス ◆創エネ・再生可能エネルギー

【現状と課題】
・公共用水域の水質改善に寄与する一方で、膨大なエネルギーを消費

・水、有機物、リン、下水熱など多くの水・資源・エネルギーポテンシャルを有
するが、その利用は未だ低水準

・初期投資に要するコストが大、規模が小さくスケールメリットが働かない処
理場が多い

【長期ビジョン】
・再生水、下水汚泥、栄養塩類、下水熱について下水道システムを集約・自
立・供給拠点化
・水・バイオマス関連事業との連携・施設管理の広域化、効率化を実現

技術ビジョンより
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◆創エネ・再生可能エネルギー 技術ビジョンより

【中期目標】
○エネルギーの供給拠点化

・下水汚泥のエネルギーとしての利用割合を約３５％に増加させ、地域における再
生可能エネルギー活用のトップランナーを目指す。
○エネルギーの自立化

・下水処理場のエネルギー自立化を目指し、下水熱や下水処理施設の上部等を
活用した太陽光発電等、下水道が有する多様なエネルギー源の有効利用を促進
する。

【技術目標】
１様々な再生可能エネルギー利用技術を組み合わせた中小規模処理場向けエネ
ルギー自立化技術の開発
２低ＬＣＣ化、エネルギー効率の高効率化による導入促進のため、新しい濃縮脱水
システムや新しい嫌気性消化リアクターの開発
３下水処理技術と下水資源を活用したエネルギー生産技術の開発
４汚泥直接、汚泥由来バイオガスや硫化水素などからメタン、水素、CO2等の有効
利用ガス成分の効率的な分離・濃縮、精製、回収技術の開発
５嫌気性消化に関する各種バイオマス受け入れも視野に入れた運転管理方法や
既存システムの改良技術の開発

◆地域バイオマス 技術ビジョンより
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３．コンサルタントの役割

各種マニュアル、ガイドライン作成支援等 だけ。

技術ビジョンより

最適手法の検討、事業計画、導入可能性調査、基本設計
詳細設計、事業スキーム検討、事業者選定支援 etc

新技術であるがちゃんと稼働してくれるか、
想定よりコストがかかることはないかなどが心配

技術開発においては、

事業化支援においては、

この分野の技術を導入する際の心配事

✔ PPP/PFI等はリスクを民間に移転できる
✔下水道事業のPPP/PFI等はほとんどが

バイオマス、創エネ・再生可能エネルギー関連事業

◆創エネ・再生可能エネルギー 技術ビジョンより



－ 92 －

ご清聴ありがとうございました

15

これまでの⽔コンの関与した代表的なケース：①、②
今後業務領域拡⼤による想定するケース ：③〜⑤

一部災害復旧で
の実績がある

３．コンサルタントの役割


